
はじめに

高齢者等終身サポート事業は、ひと言で「家族代行」と表現され

ることもありますが、適切にその実態を言い当てる言葉を見つける

ことができません。それだけ複雑で奥深い業務であると同時に、世

間で正しく認識されていないと言えるでしょう。ある有識者は「知

れば知るほど、この業界をどうしていけばよいのか、混迷の度が深

まる」とおっしゃいました。

これまで家族が当然に無債で献身的に行ってきたことを、家族で

はない第三者が、無償に近いボランティアのような形で引き受けて

いくのか、仕事としてきちんと有償で責任をもって引き受けていく

のか、それすら確立しておらず、気づいた人や団体が好き勝手に各

自のやり方でこの業務に携わってきたというのが実際のところで

す。

しかしいざというときに家族に頼れない人が「例外」とはとても

言えない規模にまで増加している現在、好き勝手な善意のみで対応

することはできず、また好き勝手なビジネスでは利用者の導厳や希

望が正しく守られないことから、きちんとした制度・仕組みが構築

され、当事者や当事者予備軍の方々が元気なうちに豊富な選択肢の

中から自分に合ったやり方（将来の意思決定支援の仕組み）を選べ

るようになることが急務です。

こうした観点から、将来の意思決定支援を託せる民間団体を安心

して選択できるように、 2024年 6 月に「高齢者等終身サポート事業

者ガイドライン」が関係各省庁の連名で策定されました。そして、

2025年 8 月に日本初の業界団体である「全国高齢者等終身サポート

事業者協会」が設立され、同年11月には設立記念フォーラムが開催

されるに至りました。

社会の最小単位が「家族」から「個人」へと移り変わり、「孤



独・孤立」に陥りやすい時代への過渡期である今、高齢者等終身サ

ポート事業が、新しい「個・孤の時代」を乗り越えるための必要不

可欠な社会インフラとして幅広く日本全体で受け入れてもらえるよ

う、私たち事業者は努力を尽くして参ります。

ぜひ多くの皆様に本書をお手に取っていただき、高齢者等終身サ

ポート事業について理解を深めていただけましたら幸いです。

2026年 5 月

株式会社OAGウェルビーR 代表取締役

一般社団法人全国高齢者等終身サポート事業者協会理事長

黒澤史津乃

2
 



| cONTENTs | 

はじめに / l 

第 1 章 l 高齢者等終身サポート事業とは

第 1 節高齢者等終身サポート事業の成り立ち•………………•••14

1 高齢者等終身サポート事業の社会的意義…………………………•••14

2 高齢者等終身サポート事業の歴史•••…………………•………………••18

① 1980年代後半：始まりはお塁問題 / 18 

② 1990年～1992年：死後事務の有効性 / 20 

③ 1993年：終身にわたるサポートヘ / 21 

④ 2000年：任意後見制度の始まりによる 3 点セット契約の完成 / 

22 

⑤ 2009年：「孤独死」「終活」という新たな言葉の出現による第一次

ブーム / 23 

⑥ 2017年：公益財団法人の破綻をきっかけとした消費者委員会建

議／24

⑦ 2018年：身元保証問題に蓋をされたにもかかわらす事業者は急増

した第二次ブーム / 27 

⑧ 2023年．「身寄りのない高齢者」問題が国の政策課題へ昇華 / 

28 

⑨ 2024年～2025年・高齢者等終身サポート事業者ガイドライン発出

と業界団体設立、そして第三次ブームヘ / 29 

3 これからの高齢者等終身サポート事業のあり方…………………•30

3
 



第2節二嚢齢者等終身サボート事業のサービス範囲と
トラブJレ事例…••…………....…………·…………………………………••32

1 高齢者等終身サポート事業における 3 つの場面…………………••32

2 トラブ）レ事例……..……………• •………•……………• • ••…• •……....………••34 

① 事例の紹介 / 34 

② トラブルの分類 / 38 

③ 高齢者等終身サポート事業者のトラブルの本質と、京都市の事

例／41

3 身元保証ではなく意思決定支援（権利擁護） ••……………………•45 

① 「身元保証等サービス」のみで高齢者施設の身元保証人を受託で

きるか / 45 

② 「身元保証」が前面に標榜されることで誤解が生まれやすい / 46 

③ 高齢者等終身サポートの本質は、身元保証ではなく意思決定支

援／47

第3節高齢者等終身サポート事業の抱える課題と
ガイドライン・・...…•• • • •……...……………• • •……………..………•..…•.. 49 

1 高齢者等終身サポート事業の抱える課題…………………………… 49

① ビジネスモデルが確立していない / 49 

② 十分な消費者保護が図られていない / 50 

2 高齢者等終身サポート事業者ガイドライン………………………••50

① ガイドラインの対象となる事業者 / 51 

② 「サービス提供に当たっての基本的な考え方」 / 53 

3 ガイドラインのチェックリスト••………………………………………••59

第4節全国高齢者等終身サポート事業者協会（全終協）
設立へ……•...…••.........…•....•…•........….....…••........…••....…..........61 

4
 



゜第2章実務からみる書式整備のポイントと規定例
第 1 節高齢者等終身サボ＿卜事業に関する契約書等の書式

……....…..............•….....…………•........... •…....…............ •…….......……70 

1 書式整備の意義…………………………………………………………………•70

2 揃えておくべき書式…………………………………………………………••71

3 「情報」と「文書」について…………••…………………………………••71

第2節高齢者等終身サボー．．、卜事業の料金設定…………………•74
1 「事業者の報酬又は手数料」なのか、「実費又は外注費用」なの

か•••……..…….......……...……......•….....…••.......…••....…••........ •…••.....…•74 

2 「現在掛かる費用」なのか、「将来掛かる予定の費用」なのか

….........….....………•• •...……• •.....……•..……........…••....……….....……....... 75 

3 「事業者が受領して収入に計上する」のか、「預り金（預託金）」

なのか••• • •….........…....•…...…•….....…...•….......•…•..……•.....……•..•…· • • 76 

4 報酬又は手数料が時期によって変動する契約とする場合には、

その条件が客観的に明確であること……………………………………… 77

5 一般的な料金の定め方の例………………………………………………… 78

第 3 節各契約書共通の規定………………………………………………… 82

1 契約に向けての内部規定…………………………………………………•••82

①契約までの道すじ / 82 

②契約の方法 / 83 

③ 契約に向けた必要書類と審査 / 83 

④ 関係者との調整 / 84 

2 申込書等の規定…………………………………………………………………•85

3 個人情報に関する規定………………………………………………………•85

4 預託金に関する規定..…………•……………………………………………••87

9 契約書における預託金規定の例 / 91 

5
 



5 解約に関する規定………………………………………………………………•91

① 解約の申出 / 92 

9 事業者からの解約の条件についての記載例 / 92 

② 解約の方法とタイミング、一部解約の可否 / 93 

9 身元保証中の解約についての契約書への記載例 / 94 

9 身元保証中の解約についての重要事項説明書への記載例 / 94 

ヽ身元保証を引き受ける契約と同時にした

死後事務委任契約の解約 / 96 

／任意後見契約のみを解約する場合の重要事項説明書の記載例 / 96 

③ 死後事務委任契約の相続人による解約 / 97 

／死後事務委任契約における相続人からの解約に関する

契約書の記載例 / 97 

9 死後事務委任契約における相続人からの解約に関する

重要事項説明書の記載例 / 98 

④ 解約による返金 / 98 

9 契約書における解約による返金規定の記載例 / 99 

6 事業者による債務不履行責任に関する規定..……………………•100

7 高齢者等終身サポート事業者における職員の行動規範……••102

9 事業者の指針の例 / 102 

／事業者の職員の行動規範の例 / 104 

第4節身元保証等の引受けを含む生前の委任契約書と事務
目録・............…….............……..............…….....•…....…•…......…•... 106 

1 生前の委任契約書の構成と効力の発生時期•••••…………………•107

9 生前の委任契約における事務委任の記載例 / 108 

／生前の事務委任契約における別紙生前の事務

（身元保証受託を含む）目録の記載例 / 111 

／個別の事務の開始の契約書への記載例 / 112 

6
 



2 見守り（安否確認を含む）及び生活状況把握事務の引受け方

........…•.................……•..……•…•..…••....………•..……•................ •…….... l 14 

9 重要事項説明書における見守り及び

生活状況把握に関する記載例 / 114 

3 身元保証の弓 I受け方………………………………………………………… 115

① 身元保証は高齢者等終身サポートサービスの中軸ではない / 115 

②身元保証人を受託するときの注意点 / 116 

9 事業者として身元保証人の受託に当たリ

てきることの一覧表（例） / 117 

③ 身元保証の内容と責任の範囲 / 118 

④後見制度及び死後事務との連携の必要性 / 121 

9 身元保証人を受託する事業者が任意後見契約を

締結していない場合の同意書例 / 121 

9 身元保証人を受託する事業者が死後事務委任契約を

締結していない場合の同意書例 / 121 

⑤ 返還金受取人を兼ねる場合の注意点 / 122 

4 医療行為の同意………………………………………………………………••123

9 生前の委任契約書における別紙事務目録の医療行為の

意向表明に関する記載例 / 124 

5 財産管理の引受け方と判断力低下時のこと………………………•124

6 日常生活支援の財産管理と任意後見の財産管理の違い……••126

9 生前の委任契約書における任意後見契約への移行の記載例 / 127 

9 生前の委任契約書における別紙事務目録の

財産管理に関する記載例 / 127 

7 緊急時の仕事の弓 I受け方…………………………………………………•128

9 緊急時の対応に関する契約書への記載例（再掲） / 128 

f緊急時の対応をしたときの喪用に関する

重要事項説明書への記載例 / 129 

8 死亡時と死亡届のこと……………………………………………………••129

9 生前の委任契約書の別紙事務目録への記載例 / 130 

7
 



f生前の委任契約書への記載例（再掲） / 130 

第 5節任意後見契約公正証書と代理権目録•…………………••131
9 任意後見契約公正証書（例） / 132 

f代理権目録の例 / 136 

f任意後見監督人の書面による同意を要する特約事項の例 / 137 

1 委任契約からの移行と効力発生時期………………………………… 138

2 身元保証人と後見人等との利益相反………………………………… 140

9 生前の委任契約書における任意後見への移行時に終了しない

例外の記載例（再掲） / 141 

第6節死後事務委任契約書と事務目録…………………………… 142
1 効力発生時期••………..•…………....……………•……………• •……………143 

ヽ死後事務委任契約における記載例 / 144 

2 祭祀主宰者の指定……………………………………………………………•144

9 死後事務委任契約における記載例 / 145 

3 死後事務の報酬と費用の計上…………………………………………… 146

4 預託金を死後事務履行の原資に充当する場合…………………••149

／死後事務委任契約における預託金についての記載例 / 149 

5 死亡保険金を死後事務履行の原資に充当する場合……………•150

ヽ死後事務委任契約において死亡保険金を死後事務履行の

原資に充当する場合の記載例 / 151 

6 委任事務終了後の精算及び報告•••……………………………………••153

9 死後事務委任契約書における精算及び報告の記載例 / 154 

7 死後の事務目録………………………………………………………………••154

9 死後事務委任契約における委任事項の記載例 / 155 

／死後事務委任契約における別紙死後事務目録の記載例 / 156 

8 家財処分•••……•………………..••……………...………•• •……• •………••…••157 

8
 



①死後事務委任契約と共に遺言を作成し、家財処分に関する内容の

整合性を図る / 158 

② 遺言を作成していない場合は、「残置物の処理等に関するモデル契

約条項」（国土交通省）の規定を参考に、慎重に行う / 159 

9 意向表明兼依頼文書…………………………………………………·……••161

第 7 節～＾ ｀重要事項説明書•…•…………………………………………………••163
9 重要事項説明書に記載すべき事項の例 / 164 

第 8節 リビングウィル（医療に関する意向表明憫報）と

尊厳死宣言…………………………………………………………………••168

9 医療に関する意向表明情報の例 / 171 

／尊厳死宣言公正証書の内容例 / 173 

第9節 その他意向表明及び情報提供（エンディングノート）
.......•….......…...……....……•........ •……•..…•..…••....…………......……... 176 

1 介護・療養に関する意向表明と情報提供…………………………•176

f介護・療養に関する意向表明情報の例 / 177 

2 住まいに関する意向表明と情報提供………………………………•••178

／住まいに関する意向表明情報の例 / 178 

3 資産に関する意向表明と惜報提供……………………………………•179

／資産に関する意向表明情報の例 / 180 

4 親族関係・近隣関係・交友関係に関する意向表明と情報提供

..…..……...…….........…••...………•..……•..…..........••…....……….....•…….. 181 

／親族関係・近隣関係・交友関係に関する意向表明情報の例 / 182 

5 死亡後に関する意向表明と情報提供•………………………………••183

9 死亡後に関する意向表明情報の例 / 184 

, 



10 

第10節その他の付属書類（同慈書等）……………………………… 186
1 自立期から後見人等が必要になる時期………••…………………… 186

① 任意後見契約が締結されている場合 / 186 

9 任意後見への移行に係る同意書の例 / 187 

② 任意後見契約が締結されていない場合 / 188 

9 配偶者又は四親等以内の親族の同意書の例 / 189 

9 成年後見制度利用に係る首長申立の依頼書の例 / 190 

2 死亡時・...•…•.....•……•............………•• •…•.......……•..……••......…….... 191 

① 死後事務の引継ぎ同意書 / 191 

9 死後事務への移行に係る同意書の例 / 191 

② 返還金受取人及び死後事務履行報告書の提出先 / 193 

9 返還金受取人及び死後事務履行報告書提出先指定書の例 / 194 

第ll節 遺言と遺贈寄附・ー死因贈与……………••……………………•195
9 避けるべき記載例（負担付逍贈の場合） / 197 

9 避けるべき記載例（負担付死因贈与の場合） / 197 

1 遺言書における祭祀主宰者の指定·……………•……………………••198

9 遺言書における祭祀主宰者の指定に関する記載例 / 199 

2 遺言書における預託金の返還と、死後事務費用及び報酬の過不

足精算••..………...•…...…........…•..….........…....…•..............….....…….. 199 

9 退言書における預託金に関する記載例 / 200 

第12節最新のトピックスー押さえておくべき法制度…… 201
1 「身寄りがない人への医療行為の同意に関する実態把握のため

の調査」を踏まえた医療に係る意向表明文書についての高齢者等

終身サポート事業者の関わり方 (2025年 6 月）……………………•201



① 「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガ

イドライン」（通称： ACPガイドライン） / 201 

② 「身寄りがない人への医療行為の同意に関する実態把握のための

調査」を踏まえた医療に係る意向表明文書についての高齢者等終身

サポート事業者の関わり方 / 202 

2 死亡届と届出人に関する戸籍法の解釈変更の通知 (2025年10

月）．．．．．．．．．．．．．·•…· •…•..……•…….......…••..…....…•……•..…..........…......…•208 

9 重要事項説明書への記載例 / 211 

9 死亡届書の「その他」欄への記載例 / 212 

3 寄附の倫理・………..••••…………………••…•• •………• • ·………………• •…••212 

① 高齢者等終身サポート事業者に求められる寄附の倫理 / 215 

4 連携すべき各種制度………•…………·……………………………………•229

① 自治体の終活情報登録制度 / 229 

② 第二種社会福祉事業に位置付けられる新たな事業（無料低額事

業） / 231 

③頼れる身寄りのない人の相談窓口の明確化 / 233 

臼ケーススタディー躙齢者等終身サポート事業者
の意思決定支援・実行支援の実際と対応ポイント

第 1 節ケース (1) 自宅で急に倒れた64歳女性………••…•236

1 ポイント 1 ：脳梗塞の発症と発見から緊急対応まで••………•238

2 ポイント 2 :任意後見への移行••••……………………………………•239

3 ポイント 3 :死後事務から遺言執行者への繋ぎ•………………•241

第 2 節 ケース (2) 施設入居後に医療保護入院が必要と

なった81歳男性…………………………………………………………••243

1 ポイント 1 :契約時の確認………………………………………………•244

1 1 



12 

2 ポイント 2 :施設入居の対応と任意後見への移行••…………••245

3 ポイント 3 :医療保護入院時の対応•………………………………••246

第 3節 ケース (3) 85歳男性の死後事務と墓問題………••249
1 ポイント l :契約時の意思確認………………………………………••251

2 ポイント 2 :入院時の対応………………………………………………••251

3 ポイント 3 :死後事務における相続人との交渉………………••252

おわりに / 255 



第1 章

高齢者等
終身サポート事業とは



臼高齢者等終身サポート事業の
成り立ち

高齢者等終身サポート事業の社会的意義

「高齢者等終身サポート事業」というサービスについては、その

名称も含めて、まだ一般の方々に浸透しているとは到底言うことは

できません。それもそのはず、 2024年 6 月までこの事業の名称は

「身元保証等高齢者サポート事業」であり、この事業を行う会社は

通常「身元保証会社」と呼ばれていました。従来の「身元保証事

業」でも一般の方にはほとんど知られていないサービスであったの

に、更に名称まで変更され、ますます分かりにくい印象を持たれが

ちです。

ひと言でこの事業を説明するとしたら、「従来は家族がやるべき

とされていた、終身にわたる人生のあらゆる場面における意思決定

支援、代行、完結のための事務手続等を、本人からの事前の委任に

よって行う事業」と表現することができます。

具体的に言えば、この事業には①入院や施設入居の際の身元保証

を引き受ける身元保証等、②死後事務、③日常生活支援の 3 つの

サービスが含まれています。これらを元気なうちに契約によって事

業者に依頼しておくことで、家族に求められてきた役割を、家族で

はない事業者が果たせるようになります。

入退院時の手続き、緊急連絡先受託、退院後の生活環境の整備、

日常的な金銭管理、介護関係者とのやり取り、そして死亡時の葬儀

や納骨、その後の各種手続。こうしたことを引き受けてくれる事業

者に、心身共に健康な時期に依頼し、契約を締結しておくもので

す。
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本人が病気や認知症になったとき、そして死亡したときに、本人

のために必要な手続きを、事前に何も頼んでいなくても当然のこと

として家族がやってくれるのであれば、このような契約は一切必要

ありません。

しかし、少子高齢化の進展、未婚率の上昇、出生率の低下など、

家族のあり方が大きく変容し、今や「家族が当然にやってくれる」

のが当たり前とは言えなくなりました。

株式会社日本総合研究所の試算によれば、 2024年から2050年まで

の間に、子のいない高齢者は459万人（高齢者全体（※ 1) の

12.7%) から1,032万人（高齢者全体（※ 2) の26.5%) に増加する

と見込まれています。子・配偶者ともいない高齢者は371万人（高

齢者全体(※ 1) 10.3%) から834万人（高齢者全体(※ 2) の

21.5%) に、三親等内の親族がいない高齢者は286万人（高齢者全

体（※ 1) 7.9%) から448万人（高齢者全体（※ 2) の1 1.5%) に

それぞれ増加すると見込まれています。また、親族がいても必ずし

も支援を期待できるとは限らず、「いざというときのお金の援助」

を頼れる相手のいない高齢者は、 2024年時点で790万人規模と推定

されています。

※ 1 : 2024年高齢者全体3,600万人

※ 2 : 2050年 高齢者全体3,900万人と想定
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■親族がいない高齢者数の見通し（一黄）

2024年高蛉醤全体 3600万人

うち子あり 3100万人

子がいない 459万人

子・記偶名ともいない 371万人

2050年ジ：高齢名全体 3900万人

うち子あり 2900万人

子がいない 1032万人

子・記偶者ともいない 834万人

三細内の国族がいない286万人 Ill I I I 三殴尊内の親旗がいない“”5人

巳lー：一旦長［ニニニ··:t翌互一人------------------------------------l
2024 年 2050 年 2024→20S0 年

只齢者
子爪、屯い 459 万人 (12.7%) 1032 万人 (26.5%) 225.0% 

全体
子•配偶者ともいない 371 万人 (10.3%) 834 万人 (21.5%) 224.5% 

三親等内の親族爪、屯い 286 万人 (7.9%} 448 万人 (11.5%) 156.7% 

要介屈・ 子1f<,屯い 72 万人 (2.0%) 187 万人 (4.8%) 260.9% 

要支援 子・配偶者ともいない 60 万人 (1.7%) 156 万人 (4.0%) 259.9% 

a蛉者 三親等内の親族汎Vよい 34 万人 (0.9%) 59 万人 (1.5%} 173.4% 

（資料）日本稔合研究所作成

（出所）日本総合研究所リサーチ・フォーカス2024年 7 月 23 日 No.2024-021
「増加する「身寄り」のない高齢者一頼れる親族がいない高齢者に関する
試算」 9 頁

一方で、我が国の福祉サービスを含む既存の制度や仕組みのほ

とんどは、いざというときは家族が本人に代わって意思決定をする

ことを求めるものです。頼れる家族がいない場合には、制度や仕組

みの狭間の問題になってしまい、これまでは医療や福祉の現場で

「例外的なケース」として対処療法的に、そして現場がある程度の

リスクを覚悟して取り扱ってきました。しかし今後、この推計値の

ように頼れる家族がいない高齢者が増加の一途を辿れば、現場では

「例外的なケース」を日常的に取り扱わなければならず、ただでさ

え更なる人手不足が見込まれている中で、医療や福祉の現場が頼れ

る身寄りのない高齢者のリスクとコストを負担し続けることは不可

能です。

そこで、このような状況に陥る可能性のある人は、事前に高齢者

等終身サポート事業者と契約を締結しておくことで、いざというと

きには家族ではなく事業者が本人の意思決定の支援をはじめとする
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身元保証や事務手続の支援・代行を行うことができる枠組みを準備

しておくべきです。

この事業の名称に、「高齢者等終身サポート事業」と、あえて

「等」が付けられているのは、必ずしも高齢でなくても病気や障が

いを抱えながら頼れる家族がいない人や、頼れる家族がいないこと

で生活上の課題が生じている人も利用対象としているからです。

いざというときに頼れる家族がいない、いるけれど頼れない、頼

りたくないなど、様々な背景が想定される中で、自分の老後とその

先までを誰にも迷惑を掛けずに自分の思い描くデザインを実現して

もらうための契約をしておく「高齢者等終身サポート事業」は、

個々の多様性が尊重される新しい時代の必須ツールと言えるのでは

ないでしょうか。

ただし、この事業は日本で初めて事業化されてから既に30年以上

が経過しているにもかかわらず、少なくとも 2024年までは「身寄り

なし問題に身寄りなし」と椰楡されるほど、何の規制も監督官庁も

なく、放置され続けてきました。しかし今、前述の「親族がいない

高齢者数の見通し」（試算結果）も公表され、政府としてその対策

を講じることが待ったなしとなり、明らかに状況に変化が見られる

ようになりました。

2024年 6 月に内閣官房の調整チームをはじめとする各省庁連名で

「高齢者等終身サポート事業者ガイドライン」が策定されたことは、

適切な民間サービスが適正に提供されることを政府が求めているこ

との現れと言えるでしょう。

それを受けて、この業界の健全な発展と、利用者の安心と理解が

得られるようサービスの質向上等を目的に、 2025年 8 月、日本初の

業界団体である「全国高齢者等終身サポート事業者協会」が設立さ

れました。今後、「高齢者等終身サポート事業」は、家族がいても

いなくても安心して人生の最期を迎えることができるために必要不

可欠の社会インフラとして地域福祉に溶け込みつつ、身寄りのない
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高齢者となる予備軍の方々に、数ある事業者の中から自社のサービ

スを選択してもらえるよう、事業者それぞれが高い倫理観と使命感

をもってこの事業を遂行していく姿勢が求められます。

高齢者等終身サポート事業の歴史

高齢者等終身サポート事業が国の政策課題として取り上げられる

ようになったのは2023年ですが、実はその歴史は意外に古く、死後

事務の受託を行う事業が始まってから既に30年以上が経過していま

す。

① 1980年代後半：始まりはお墓問題

今では当たり前になっている「合祀」又は「合葬」（両者はほぽ

同じ意味で使われています）の永代供養納骨堂。我が国では合葬の

歴史は古く、縄文時代には多数合葬・複葬墓や、古墳時代には豪族

が大規模な古墳に家族や従者を合葬したことも伝えられています。

しかし明治時代以降は、家族ごとに墓石を建てて、家族同士で埋葬

する形態が一般的となりました。

戦後の高度成長期を経て核家族化、そして女性の社会進出が進ん

でくると、家族ごとに建立された「00家の墓」を承継できないと

悩む独身女性が目立つようになりました。「00家の墓」を維持す

るには、存命の墓の権利者の存在が必要で、独身女性が「00家の

墓」の権利者の地位を承継して両親を葬ったのち、いずれ自身も両

親と同じ墓に入りたいと希望しても、その権利者の地位を承継する

人がいないので、両親と同じ墓に入ることができないという問題に

直面したのです。

そこで1980年代後半頃から、承継者がいなくても一人で入れる、
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■高齢者等終身サポート事業の歴史

1989 年頃 承継者不要の合祀納竹堂が出来はじめ、 【黎明期】
死後の事務委任がはじまる 1980 年代終わり～ 1999 年

1992 年 最高裁が「死後事務委任契約は、委任者 ●死後事務委任から始まる
の死亡によっても終了させない旨の合怠 ●生前の身元保証ヘ
を包含する趣旨である」とする判決を下
す（最高裁平成 4年 9 月 22 日）

1993 年頃 死後取務とともに、生前に身元保証人を
引き受ける事業が始まる

2000年 後見制度と介II保険制度が「車の両輪」 【地固め期】
として始まり、同時に任意後見制度も始 2000 年～ 2008 年頃
まる ●後見制度誕生による3点セット

2009 年 女優・大原麗子さんが自宅で亡くなって （死後事務委任契約・身元保証
いたことをきっかけに「孤孜死」がクロー を始めとする生前の事務委任
ズアップされる。同時期に、週刊朝日で 契約・任意後見契約）
「終活事情」が連載され、初めて「終活」 ●全国で数社のみが活動
という造語が世の中に広がる

2010 年 NHK で「無縁社会」が放映される 【第一次拡大期】

2011 年 映画「エンディングノート」が公開され、
2009 年頃～ 2016 年
●孤独死への不安と終活ブー

話迎となる
ムで一気に 100 社程度まで

2012 年 「終活」が流行語大賞ペスト 10 に入る 出業者が増加

2017 年 身元保証事業を行っていた公益財団法人
［第二次拡大期】の破綻を契機とした、「身元保証等高齢

者サポート事業」に関する消牧者問迎に 2017年～ 2023年
●公益財団法人の破綻で消費ついての建議がされる
者問題化

2019年 「身寄りがない人の入院及び医療に係る ●身元保証への注怠喚起の通
意思決定が困難な人への支援に関するガ 知にもかかわらず、事業者
イドライン」が発出される が 5 年間で 4倍以上となり、

2023年 5 月 衆議院予算委貝会において、「身寄りの 400社超
ない高齢者等」の問題が取り上げられる

2023 年 8 月 総務省行政評価局が、身元保証等高齢者
サポート事業の調査報告を公表する

2024 年4 月 厄労省が「身寄りのない高齢者の生活 【拡大から転換期へ］
上の多様なニーズ・諸課迎等の実態把握 2024年～
調査」の報告国を発表する ●国の重要な施策、マスコミ

2024年 6 月 「高齢者等終身サポート事業者ガイドラ 報道増
イン」が発出される ●ガイドライン策定、業界団

2025 年 11 月 一般社団法人全国高齢者等終身サポート 体設立

事業者協会設立記念フォーラムにて自 ●参入希望事業者がさらlユりえる

主的な入会審査基準を発表
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新しい時代の合祀又は合葬の永代供養墓が出現し始めました。

次に問題となったのは、入れる墓は手に入れたものの、自身の死

を誰に・どのように知ってもらい、火葬から合葬の永代供養墓に納

骨までしてもらうかということでした。

こうやって生まれたのが「死後の事務委任契約」でした。死亡し

た後の火葬や納骨をはじめ、その他の事務手続を引き受ける契約で

す。

② 1990年～1992年：死後事務の有効性

しかし、「死後の事務委任契約」には大きな問題がありました。

民法では、委任契約の委任者が死亡した場合、委任契約は終了する

とされているからです（民法第653条第 1 号）。この規定をもって、

当初は「死後の事務委任契約は無効である」との主張が多く聞かれ

ました。

当時は、死後事務委任契約の有効性に疑義があり、委任者の死

後、契約に従って死後の事務を受任者が履行したところで、その契

約そのものが無効だと主張されてしまうと、受任者は契約に伴う報

酬の受領や費用の回収がスムーズにいかないリスクが指摘されてい

ました。

そこで死後の事務委任を受けていた事業者が取った 1 つの方法

が、死後の事務の報酬と費用に相当する金員を、遺言による負担付

逍贈で受け取ることでした。死後の事務に掛かる実費の目安と報酬

金額の合計を試算し、その金額を事業者に負担付遺贈（又は負担付

死因贈与）するという内容の遺言書（又は死後事務委任契約書）

を、死後事務の委任者が元気なときに作成しておいてもらうこと

で、死後の事務委任契約が後日無効だとされても、確実に費用と報

酬を受領できるようにしておき、死後事務を滞りなく履行しようと

したのです。
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現在、高齢者等終身サポート事業者が遺贈寄附を受けることに対

して賛否両論の議論がありますが、そもそも終身サポート事業と遺

言（又は死因贈与）が結びつきやすくなった起源は、ここにあるの

かもしれません。

その後、下記の最高裁判決（平成 4 年 9 月 22 日）によって、この

民法第653条の規定は強行規定ではなく任意規定であり、委任者が

受任者との間でした死後の事務を含めた法律行為などの委任契約

は、委任者が死亡しても終了しないという解釈が確立され、今で

は、死後事務委任契約の有効性が民法第653条の規定をもって争わ

れることはなくなりました。

く最高裁平成 4 年 9 月 228判決＞

本来、委任契約は特段の合意がない限り、委任者の死亡によ

り終了する（民法653条 1 号）のであるが、委任者が、受任者

に対し、入院中の諸費用の病院への支払、自己の死後の葬式を

含む法要の施行とその費用の支払、入院中に世話になった家政

婦や友人に対する応分の謝礼金の支払を依頼するなど、委任者

の死亡後における事務処理を依頼する旨の委任契約において

は、委任者の死亡によっても当然に同契約を終了させない旨の

合意を包含する趣旨と解される（最高裁平成 4 年（オ）第67号

同年 9 月 22 日第三小法廷判決・金融法務事情1358号55頁参照）。

⑧ 1993年：終身にわたるサポートへ

死後の事務を委任しておくやり方が市民権を得てくると、今度

は、「身寄りがないと生きている間にも困ることがある」という声

があがりました。特に入院や高齢者施設への入居のときに求められ

る身元保証人になってくれる親族がいないという困り事に対応する

ために、身元保証人を引き受ける事業が始まったのが1993年頃で
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す。

当初は、身内以外がしかも法人が身元保証人を引き受けるといっ

ても、それをスムーズに認めてくれる病院や高齢者施設はほとんど

ありませんでした。

ではどうしていたのかといえば、子どものいない夫婦が自立型の

高齢者施設に入居するときには、当時は「たすき掛け保証」といっ
て、夫と妻がそれぞれの身元保証人となるやり方もありましたし、

入居者より年上の遠方に住む兄や姉が身元保証人となって入居する

ケースも多くありました。

しかし、夫と妻、入居者ときょうだいは年齢が近いので、身元保

証人がその課せられた役割を果たさなければならない時期に既に病

気や認知症になっているケースも多く、こうした「たすき掛け保

証」や同世代のきょうだいによる身元保証は、次第に高齢者施設側

が認めないようになりました。

こうしたこともあり、徐々に法人による身元保証が病院や高齢者

施設に受け入れられるようになってきました。

④ 2000年：任意後見制度の始まりによる 3 点セット契約の

完成

次に問題になったのは、委任者が認知症等により判断力が不十分

な状況になったときのことです。

委任者から包括的な委任を事前に受けているとはいえ、判断力が

不十分になったときに求められる様々な意思決定を代行する役割

は、委任者本人にその場で確認することが難しいことを考えると責

任重大です。

当時はまだ後見制度が存在せず、財産管理ができなくなった人の

ために禁治産者・準禁治産者という制度がありましたが、この制度

には意思決定支援という視点は含まれていませんでした。

そこで、当時の契約においては、「痴呆症等により委任者が自身

22 第1 章 高齢者等終身サポート事業とは



■著者プロフィール

黙滓史津乃（くろさわ しずの）

株式会社OAG ウェルビー R代表取締役

1995年青山学院大学国際政治経済学部卒業。金融機関にて証券アナリスト、

ェコノミストに従事しながら、 1998年より家族に頼らずに老後とその先を

迎える「おひとりさま」の支援に接し、その後、 2004年から本格的に挑わ

るようになる。

2007年行政ー,'}士登録。 2019年消骰生活アドバイザー及び消骰生活相談貝

（同家骰格）登録。

2021年 7 月に終身サポートによる人生の包括的ケアに取り組むOAG ライ

フサポートに参画。 2023年に同社代表取締役就任。 2024年に OAG ウェル

ピー Rへと商号変更。

一般社団法人全国悩齢者えが終身サポート事業者協会理事長として業界の

けん引役を務めるほか、一般社団法人柚浜イノベーション誰進機構代表理

事として、横浜市内の多様で複雑化した地域課題解決にも取り組む。

内閣官房「認知症と向き合う幸齢社会尖現会議」構成貝、原生労働省「身

寄りのない沿j齢者節の生活ヒの課題実態把捉事業」有識者委且、横浜市健

康福祉局「「身寄りのない」高齢者施策検討アドバイザリーボード」構成

具を）椛任。

2021年に共著「家族に頼らないおひとりさまの終活」（ピジネス教脊出版

社）、 2025年に共署「仕事と介護の両立サポートプック」（政刊懇談会主1li[

第25回ほんづくり大伐俊秀伐受伐、ピジネス教育出版社）を出版。



■監修者プロフィール

片岡雅（かたおかまさし）

あさひ法律事務所弁護士（カウンセル）

1988年東京大学法学部卒業。同年住友信託銀行（現三井住友信託銀行）入

社、 2016年～2020年三井住友信託銀行法務部長、 2021年～2025年同社法務

部主管、 2021年弁護士登録（第二東京弁護士会所属）。

（主な著書・論文等）

「超高齢社会に対応する財産の管理承継の道標」（銀行法務21 2025年11月号）

「基礎からわかる信託のしくみと信託ビジネス（第 2 版）」（共著） （経済法

令研究会2024年）、「相続判例の分析と展開 11 」共編著（金融・商事判例

2024年 3 月増刊号）、「相続法改正と金融実務」（同号）

「民事信託と金融取引」（高齢社会における信託活用のグランドデザイン第

1 巻、 H 本評論社2023年）

「相続法改正と実務銀行実務の視点から」（ジュリスト 2018年12月号）

「相続と取引社会迫言執行者の権限」（ジュリスト2016年 4 月号）

「成年後見制度支援信託の現状と課題」（銀行法務21 2016年 2 月号）

「信託による高齢者の財産管理と資産承継」（金融法務事情2015年10月 10 日号）

など




